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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｎ個(Ｎは１以上の整数)の入出力ポートを有する第１の光入出力部及び第２の光入出力
部と、前記第１の光入出力部及び前記第２の光入出力部の入出力ポートから出射した波長
多重光信号の各々を波長分離する分光手段と、前記分光手段により波長毎に分光された光
信号を各々に集光する集光手段と、前記集光手段により集光された光信号の各々に対し光
変調させる空間光変調手段とを含み、
　前記分光手段は、前記第１の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号に
対する分散能と、前記第２の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号に対
する分散能とが異なり、前記第１の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信
号に対する波長分散方向と、前記第２の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重
光信号に対する波長分散方向とが逆方向であり、前記第１の光入出力部の入出力ポートか
ら出射する波長多重光信号と前記第２の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重
光信号とでは、前記波長毎に分光された光信号の、前記空間光変調手段での波長分散方向
の短波長から長波長までの集光位置の並び順が異なる、ことを特徴とする光信号処理装置
。
【請求項２】
　前記分光手段としてアレイ導波路回折格子を用いることを特徴とする請求項１に記載の
光信号処理装置。
【請求項３】
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　前記分光手段としてBragg reflector waveguideを用いることを特徴とする請求項１に
記載の光信号処理装置。
【請求項４】
　前記分光手段としてグレーティングカプラを用いることを特徴とする請求項１に記載の
光信号処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光信号処理装置に関し、より詳細には、実装が簡便であり、低コストであり
ながらも多ポート動作が可能な光信号処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年急速な進展を見せる大容量の光通信ネットワーク構築に伴い、波長分割多重（ＷＤ
Ｍ：　Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）通信技術
が注目を集めるとともに設備の普及が進んでいるが、ＷＤＭノードにおいては光信号を直
接制御せずに、一度電気信号に変換したのちに経路のスイッチングを行う方式が一般的で
ある。しかしながら、上記の方式ではノードにおける処理能力の高負荷化、通信速度律速
、高消費電力化が課題として危惧されている。このため、電気スイッチングを介さず光信
号のまま信号処理を行うためにＲＯＡＤＭ（Ｒｅｃｏｎｆｉｇｕｒａｂｌｅ　Ｏｐｔｉｃ
ａｌ　Ａｄｄ／Ｄｒｏｐ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｅｒ）に代表されるようなトランスペアレ
ントなネットワークシステムは重要度が増しており、従ってＲＯＡＤＭを構成する光デバ
イス、例えば波長選択スイッチ（ＷＳＳ：　Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ
　Ｓｗｉｔｃｈ）および可変分散補償器（ＴＯＤＣ：　Ｔｕｎａｂｌｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ
　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒ）等の開発は精力的に進められている
（例えば、非特許文献１参照）。
【０００３】
　ＷＳＳやＴＯＤＣ等の光信号処理デバイスにおける一般的な構成と動作原理を説明する
。入力光ファイバから入力されたＷＤＭ信号は、コリメータにてコリメート光として空間
を伝播し、複数のレンズおよび波長分波するための回折格子を通過したのち、再びレンズ
を介して集光される。集光位置には光信号を所望の位相変化を与えるための空間光変調器
（ＳＬＭ，　Ｓｐａｔｉａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｍｏｄｕｌａｔｏｒ）が配置される。このＳ
ＬＭとしてはＭＥＭＳ（Ｍｉｃｒｏ－ｅｌｅｃｔｒｏ　ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ｓｙｓｔ
ｅｍ）技術を用いたマイクロミラーアレイをはじめとして、液晶セルアレイ、ＤＭＤ（Ｄ
ｉｇｉｔａｌ　ｍｉｒｒｏｒ　ｄｅｖｉｃｅ）、ＬＣＯＳ（Ｌｉｑｕｉｄ　ｃｒｙｓｔａ
ｌ　ｏｎ　ｓｉｌｉｃｏｎ）などが代表的なものとして挙げられ、これらによって各光信
号は所望の位相変化を与えられ、反射する。反射された各光信号は、レンズを介して回折
格子へと入射し波長合波された後、レンズを介して出力ファイバに結合する。もし光信号
処理デバイスをＴＯＤＣに代表されるような、入力ファイバ一本と出力ファイバ一本の構
成が基本である補償デバイスとして用いる場合には入力ファイバと出力ファイバを兼用さ
せ、サーキュレータを利用して補償前後の信号を分離させる手法が頻繁に用いられる。ま
た、ＷＳＳのようなスイッチングデバイスを構成する際には、少なくとも一本の入力ファ
イバの他、出力ファイバを複数本配置し、ＳＬＭにて信号光を所望の角度に偏向すること
で反射された信号光が結合する出力ファイバを選択し、スイッチングを行うことができる
。
【０００４】
　ＷＤＭノードにおいては、上述のような光信号処理装置を複数個同時に実装する形態が
一般的である。図１は、上述の光信号処理装置でＷＳＳを構成し、１つのＷＤＭノード（
光ノード）に複数個のＷＳＳを実装した場合の構成図である。光ノードに入射した光信号
は波長クロスコネクト機能部１０７のＷＳＳ群１０１によって波長選択的にドロップもし
くはスルーの経路を設定される。ＷＳＳ群１０１にてドロップされた光信号は波長分波機
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能部群１０２によって波長に応じて経路が決められ、受信器群１０３に入射して所望の受
信器に到達する。一方で、この光ノードにおける送信器群１０４から送信された光信号は
波長合波機能部群１０５を経て、波長クロスコネクト機能部１０７のＷＳＳ群１０６によ
って隣接するノードに向けて光信号は伝送される。
【０００５】
　このような形態は光ノードへと入力する、もしくは光ノードから出力するポートの位置
によって波長と方路が決定する（Ｃｏｌｏｒｅｄ／Ｄｉｒｅｃｔｅｄ）。このため、方式
によってはより柔軟な機能を持たせるために波長分波機能部群１０２および波長合波機能
部群１０５をＷＳＳ群に置き換えることで任意の波長の信号を送受信できるようにする方
式（Ｃｏｌｏｒｌｅｓｓ）や、波長分波機能部群１０２と受信器群１０３、送信器群１０
４と波長合波機能部群１０５のそれぞれ間にマトリックススイッチ群を挿入することで、
任意の方路からの信号を送受信できるようにする方式（Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎｌｅｓｓ）な
ど、様々な形態が提案されている。ここで、いずれの形態においても図１に示した波長ク
ロスコネクト機能部１０７においてはアド用とドロップ用のＷＳＳを１セットとして、方
路数分のＷＳＳセットが必要とされることが多い。このため、２台のＷＳＳ機能を１デバ
イスにまとめた低コストな２ｉｎ１　ＷＳＳは初期導入費用の抑制、消費電力の低減、制
御システムの負荷低減といった多くのメリットから非常に魅力的である。もちろん、１デ
バイスにまとめる機能としては２台分の機能に限らず、またＷＳＳやＴＯＤＣなど異なる
機能形態であっても効果が高い。さらに、ＷＳＳのような多入力多出力を実現するデバイ
スの場合は、入出力ポート数の増大が実現できる光ノードシステムの規模に直結すること
から、多ポートデバイスの機能集積には極めて大きな意義が存在する。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Ｄａｎ　Ｍ．　Ｍａｒｏｍ，　ｅｔ　ａｌ．，“Ｗａｖｅｌｅｎｇｔｈ
－Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　１　Ｋ　Ｓｗｉｔｃｈｅｓ　Ｕｓｉｎｇ　Ｆｒｅｅ－Ｓｐａｃｅ
　Ｏｐｔｉｃｓ　ａｎｄ　ＭＥＭＳ　Ｍｉｃｒｏｍｉｒｒｏｒｓ：　Ｔｈｅｏｒｙ，　Ｄ
ｅｓｉｇｎ，　ａｎｄ　Ｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ，”ＩＥＥＥ　Ｊ．　Ｌｉｇｈｔ
ｗａｖｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，　Ｖｏｌ．　２３，　Ｎｏ．　４，　ｐｐ．１６２０
－１６３０，　２００５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　図２に複数の機能を集約した光信号処理装置について、一般的な構成の概念図を示し、
より詳細な動作について説明する。以下では、光信号処理装置に集約する機能としては２
台分のＷＳＳ機能としており、回折格子によって波長分波される方向をｘ軸（波長分散軸
ともいう。）、光信号がファイバから出力される際の進行方向をｚ軸、ｘ軸およびｚ軸に
直交する向きをｙ軸と定義する。また、説明を簡単にするために１台のＷＳＳにおける入
力ポートを１本、出力ポートを２本としているが、本数および構成に関しては本説明に限
定されるものではない。また、１台目のＷＳＳ機能部から出射される光信号の主光線を実
線にて、２台目のＷＳＳ機能部から出射される光信号の主光線を破線にてそれぞれ表して
いる。
【０００８】
　まず、図２（ａ）の構成の光信号処理装置について説明する。光信号への入出力につい
ては、入出力ポート群２０１を介して行うが、この入出力ポート群２０１は第一のＷＳＳ
機能部に相当する第一入出力ポート群２０１－１と、第二のＷＳＳ機能部に相当する第二
入出力ポート群２０１－２とに分けることができる。図２（ａ）における構成では、第一
入出力ポート群２０１－１は図２（ａ）における下側の三本の光ファイバのアレイにて、
第二入出力ポート群２０１－２は上側の三本の光ファイバのアレイにて例示されている。
第一入出力ポート群２０１－１および第二入出力ポート群２０１－２のそれぞれから出射
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される光信号の進行方向はいずれも平行であり、この例ではｚ軸に一致する。入出力ポー
ト群２０１から空間に出射された光信号は、ポートに閉じ込められていたビーム径に応じ
た一定の開口数（ＮＡ，　Ｎｕｍｅｒｉｃａｌ　ａｐｅｒｔｕｒｅ）にて広がりながら伝
播する。一般的には、各入出力ポートから出射した光信号がコリメート光となるよう、入
出力ポート群２０１は光ファイバアレイとマイクロレンズアレイ２０２の組み合わせによ
って実現されることが多い。空間を伝搬した光信号は各ＷＳＳ機能部ごとに分割配置され
たレンズ群２０３によってフーリエ変換され、位置／角度変換される。この後、レンズ２
０４を介して各ＷＳＳ機能部ごとに所定の角度にて回折格子２０５に入射することでｘ軸
方向に波長分波され、さらにレンズ２０６を介して空間光変調器２０７上に集光される。
空間光変調器２０７はビームの偏向機能を有しており、このことから偏向角度を適切に制
御することによって出力するポートを切り替えることが可能になる。このとき、第一入出
力ポート群２０１－１に関わる光軸は、図２（ａ）において空間光変調器２０７の上側の
ある一点で交差するように、第二入出力ポート群２０１－２に関わる光軸は、空間光変調
器２０７の下側のある一点で交差するようにそれぞれ光学設計されている。すなわち、各
ＷＳＳ機能部ごとに、空間光変調器２０７上に集光する光信号はＹ軸方向に異なった位置
に独立に集光することになる。空間光変調器２０７を用いて、各ＷＳＳ機能部ごとに独立
に偏向角度を設定することで２台分のＷＳＳ機能を１台のデバイスで実現できる。
【０００９】
　複数の機能を集約した光信号処理装置は図２（ａ）のような構成に限られない。図２（
ｂ）では、レンズ群２０３およびレンズ２０４を省略した場合の光信号処理装置の構成例
である。この例においても、第一入出力ポート群２０１－１および第二入出力ポート群２
０１－２のそれぞれから出射される光信号の進行方向はいずれも平行であり、この例では
ｚ軸に一致する。ＷＳＳ機能部ごとに空間光変調器２０７上の異なった位置に集光させる
ために、図２（ａ）の構成では１枚であったレンズ２０６を、レンズ２０６－１，２０６
－２を機能部ごとに分離配置することで、複数機能の集約が実現できる。
【００１０】
　しかし、上記のような複数機能を集約した光信号処理装置を実現する上では、各ＷＳＳ
機能部間のクロストークが発生しないよう、十分に留意して光学設計を行う必要がある。
図３を参照して、図２（ｂ）の構成例の光信号処理装置における、ＷＳＳ機能部間で生じ
うるクロストークについての考え方を説明する。図３（ａ）は、図２（ｂ）に示す簡略化
した光信号処理装置の側面図であり、図３（ｂ）は、図３（ａ）の光信号処理装置の空間
光変調器に集光されるビームを説明するための図である。同一の空間光変調器２０７に対
してｙ軸に領域分割されるように集光する二つのＷＳＳ機能部に関わるビームの半径をそ
れぞれｗ１およびｗ２とし、各ビームのｙ軸に関わる集光位置（ピッチ）のずれ量をΔｙ
とする。また、各ビームが空間光変調器２０７に入射する際の角度差をθ、光の波長をλ
、空間光変調器２０７の反射面に対する焦点位置のずれ量をそれぞれｚ１およびｚ２とす
ると、この二つのビームの結合効率ηは式（１）ように求めることができる。
【００１１】
【数１】

【００１２】
　一般的な光デバイスは光学配置の簡略化、また光デバイスのｙ軸方向の短尺化を狙って
各ＷＳＳ機能部間のビーム入射角度の差θを０に設計する。さらに、各ＷＳＳ機能部の損
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失低減という観点からｚ１およびｚ２についても０と設計し、ビームの焦点が空間光変調
器２０７の反射面に一致するように考慮する。この点を鑑みると、式（１）は以下に示す
式（２）のようにまとめることができる。
【００１３】
【数２】

【００１４】
　式（２）から明らかなように、各ＷＳＳ機能部間に発生し得るクロストークは各ＷＳＳ
機能部のビーム径を小さく、また各ＷＳＳ機能部に関わるビームの集光する位置の差Δｙ
を大きく設計することで低減することが可能である。
【００１５】
　一方で、前述したとおりＷＳＳとしてはポート数の拡大という重要な懸案事項がある。
図４を参照して、このポート数の計算について説明する。図４（ａ）は、図２（ｂ）に示
す簡略化した光信号処理装置の側面図であり、図４（ｂ）は、図４（ａ）の光信号処理装
置の空間光変調器に設定されるビーム偏向角を説明するための図である。図４を元にして
、あるＷＳＳ機能部のみ着目した場合の、空間光変調器２０７の設定により生じるビーム
偏向角θに対するポート間の結合率を式（１）から求めることとする。一般的なＷＳＳで
は前述のように損失低減という観点からｚ１およびｚ２について０と設計し、ビームの焦
点が空間光変調器２０７の反射面に一致するように考慮する。また空間光変調器２０７で
制御しうるのは偏向角φのみであるため、当然ながら計算すべき二つのビームの位置変動
は存在せず、従ってΔｙ＝０であり、ビーム径についてもｗ１＝ｗ２が成立する。この点
を鑑みると、式（１）は以下に示す式（３）のようにまとめることができる。
【００１６】

【数３】

【００１７】
以上で示したηについて、式（４）を適用することで実際のクロストークが算出できる。
【００１８】

【数４】

【００１９】
　式（３）に従えばある偏向角θを設定した場合、空間光変調器２０７への入射光と空間
光変調器２０７にて偏光したビームの結合、いわゆるポート間クロストークはηを用いて
表すことができるということを意味する。ここで注意すべき点として、空間光変調器２０
７の最大偏光角度は有限であるということが挙げられる。すなわち、用いる波長λが決定
しており、かつポート間クロストークをある値に維持しつつ（言い換えれば、ηをある値
に維持しつつ、と考えることもできる）ポート数を増やすためには、空間光変調器２０７
に集光する入射光のビーム径ｗ１しか自由度が存在しないことになる。もちろん、ｗ１は
無制限に設定できるわけではなく、空間光変調器２０７の全高Ｈによって制限される。従
って、単純に二つ以上のＷＳＳ機能部をｙ軸方向に配置するのみでは多ポート化は達成で
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きない。
【００２０】
　上述のようにｙ軸方向に配置するのみではポート間クロストークとポート数の関係を打
破することは困難であるため、次の方針として、ｘ軸方向にＷＳＳ機能部を配置すること
を考える。この構成の例を図５に示す。図５に示す光信号処理装置は、基本的な動作原理
はこれまでの例にて説明してきたものと同一であるが、空間光変調器５０５をＷＳＳ機能
部ごとにｘ軸方向に領域分割している点が異なる。これによって、式（１）にて示したＷ
ＳＳ機能部間のクロストークを考慮する必要がなくなり、ｙ軸方向のビームを大きく設計
することができるため、本方針は多ポート化に有効な形態である。しかし第一のＷＳＳ機
能部と第二のＷＳＳ機能部は空間光変調器５０５上のｘ軸上の別々の位置に集光させる必
要があるため、同一の回折格子を単純にｘ軸方向に並べて配置するのみでは、各ＷＳＳ機
能部ごとに別々の入出力ポート群５０１、マイクロレンズアレイ５０２、回折格子５０３
、レンズ５０４に分けて構成する必要が新たに生じる。こうすると空間光変調器５０５以
外の光部品は全て別々に準備し、かつ別々にアライメントを行うことが必須となり、部材
準備の観点からも、実装負荷の観点からも低コスト化は困難となる。また、光部品同士が
干渉することなく配置するためのスペースレイアウトを熟慮する必要も生じることから、
小型化というメリットも生じにくい。
【００２１】
　以上から、複数機能集約型光デバイスについては、低コストならび小型化というメリッ
トを活かしつつ、多ポートに対応することが重要である。しかし、各ＷＳＳ機能部間のク
ロストークを低減するためには式（２）からビーム径を小さくする要請があり、反対にＷ
ＳＳとしてのポート数増大のためには式（３）からビーム径を大きくする要請があること
から、空間光変調器２０７のｙ軸方向の高さによって、実現できるポート数は制限される
ことが明らかであり、この制限を打破できるデバイス構成方法が切望されている。
【００２２】
　そこで本発明は、その目的とするところは、第一入出力ポート群に関わる光学機能部の
波長分散能と、第二入出力ポート群に関わる光学機能部の波長分散能について互いに異な
る設計を行うことにより、各光学機能部間のクロストークを低減しつつも、多ポート化が
可能な光信号処理装置を提供することにある。さらに、波長分波素子としてＰＬＣ（Ｐｌ
ａｎａｒ　ｌｉｇｈｔｗａｖｅ　ｃｉｒｃｕｉｔ）によるＡＷＧ（Ａｒｒａｙｅｄ－ｗａ
ｖｅｇｕｉｄｅ　ｇｒａｔｉｎｇ）や、半導体分散デバイスであるＢＲＷ（Ｂｒａｇｇ－
ｒｅｆｌｅｃｔｏｒ　ｗａｖｅｇｕｉｄｅ）等を用いることで上記の課題を解決しつつ、
さらに小型経済化を達成することができる光信号処理装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　このような目的を達成するために、本発明の第１の態様は、光信号処理装置である。光
信号処理装置は、Ｎ個（Ｎは１以上の整数）の入出力ポートを有する第１の光入出力部及
び第２の光入出力部と、第１の光入出力部及び前記第２の光入出力部の入出力ポートから
出射した波長多重光信号の各々を波長分離する分光手段と、分光手段により波長毎に分光
された光信号を各々に集光する集光手段と、集光手段により集光された光信号の各々に対
し光変調させる空間光変調手段とを含む。また、光信号処理装置において、分光手段は、
第１の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号に対する分散能と、第２の
光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号に対する分散能とが異なり、第１
の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号に対する波長分散方向と、第２
の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号に対する波長分散方向とが逆方
向であり、第１の光入出力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号と第２の光入出
力部の入出力ポートから出射する波長多重光信号とでは、波長毎に分光された光信号の、
空間光変調手段での波長分散方向の短波長から長波長までの集光位置の並び順が異なるこ
とを特徴とする。
【００２４】
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　一実施形態では、分光手段は、アレイ導波路回折格子、Ｂｒａｇｇ　ｒｅｆｌｅｃｔｏ
ｒ　ｗａｖｅｇｕｉｄｅまたはグレーティングカプラとすることができる。
【発明の効果】
【００２５】
　以上説明したように、本発明によれば、各光学機能部間のクロストークを低減しつつも
、多ポート化が可能な光信号処理装置を提供することが可能となる。また、波長分波素子
としてＰＬＣ（Ｐｌａｎａｒ　ｌｉｇｈｔｗａｖｅ　ｃｉｒｃｕｉｔ）によるＡＷＧ（Ａ
ｒｒａｙｅｄ－ｗａｖｅｇｕｉｄｅ　ｇｒａｔｉｎｇ）や、半導体分散デバイスであるＢ
ＲＷ（Ｂｒａｇｇ－ｒｅｆｌｅｃｔｏｒ　ｗａｖｅｇｕｉｄｅ）等を用いることで、さら
に小型経済化を達成することができる光信号処理装置を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】波長分割多重ノードの構成例を説明するための図である。
【図２】光信号処理装置の概念を説明するための図であり、（ａ）は光信号処理装置の構
成図、（ｂ）は簡略化した光信号処理装置の構成図である。
【図３】光信号処理装置の波長選択スイッチ機能部間のクロストークを説明するための図
であり、（ａ）は図２（ｂ）に示す光信号処理装置の側面図、（ｂ）は空間光変調器に集
光されるビームを説明するための図である。
【図４】光信号処理装置の概念を説明するための図であり、（ａ）は図２（ｂ）に示す光
信号処理装置の側面図、（ｂ）は空間光変調器に設定されるビーム偏向角を説明するため
の図である。
【図５】光信号処理装置の波長選択スイッチ機能部の構成例を示す図である。
【図６】本発明の一実施形態にかかる光信号処理装置の構成を示す図であり、（ａ）は平
面図、（ｂ）は側面図である。
【図７】本発明の一実施形態にかかる光信号処理装置を示す図であり、（ａ）は平面図、
（ｂ）は側面図である。
【図８】本発明の一実施形態にかかる光信号処理装置を示す図であり、（ａ）は平面図、
（ｂ）は側面図である。
【図９】本発明の一実施形態にかかる光信号処理装置を示す図であり、（ａ）は平面図、
（ｂ）は側面図である。
【図１０】本発明の一実施形態にかかる光信号処理装置の分散素子の構成を示す図である
。
【図１１】本発明の一実施形態にかかる光信号処理装置の分散素子の構成を示す図であり
、（ａ）は断面図、（ｂ）は上面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、図面を参照しながら本発明の実施形態について詳細に説明する。以下の種々の実
施形態の説明においては、具体的な数値例を用いるが、本願発明は、このような具体的な
数値例に限定されるものではなく、一般性を失うことは他の数値においても実施すること
もできることは言うまでもない。また、同一または類似の符号は、同一または類似の要素
を示し、重複する説明は省略する。
【００２８】
　（実施形態１）
　図６は、本発明の第一の実施形態に係る光信号処理装置の構成を示す図であり、（ａ）
は平面図、（ｂ）は側面図である。本実施形態に係る光信号処理装置は、第一入出力ポー
ト群６０１－１の後段に配置された第一マイクロレンズアレイ６０２－１、および、第二
入出力ポート群６０１－２の後段に配置された第二マイクロレンズアレイ６０２－２、が
互いにＸＺ平面内で異なる角度にて配置されており、さらに回折格子６０３、レンズ６０
４、空間光変調器６０５がこの順に配置されている。本実施形態における説明ではレンズ
にはレンズ６０４を１枚のみを用いているが、同様の光学特性を有する構成であれば何枚
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のレンズを用いても構わず、またどのような配置を用いても問題はない。光学系設計によ
っては、マイクロレンズアレイ６０２と回折格子６０３の中間にレンズ６０４を配置する
構成も可能である。また、収差の低減や光学系の短尺化を目的として、レンズ６０４を二
枚で構成し、回折格子６０３を挟むような構造を採ることもできる。さらに、本実施例に
おいては光ファイバと空間光学系のインターフェースとしてファイバアレイ６０１および
マイクロレンズアレイ６０２の組み合わせを想定して説明しているが、同様の光学特性を
有する構成であればマイクロレンズアレイを必ずしも使用する必要はなく、またマイクロ
レンズアレイに変わるビーム径調整機構（例えば、アナモルフィックプリズムペア）を採
用しても構わない。さらに、インターフェースとしては、例えばＰＬＣに代表されるよう
な光導波路基板を用いても構わない。
【００２９】
　本実施例における説明では、第一入出力ポート群６０１－１および第二入出力ポート群
６０１－２のそれぞれから出射した光信号について、回折格子６０３上のある一点で入射
するものとして説明している。
【００３０】
　本発明の光信号処理装置の動作は、第一入出力ポート群６０１－１に関与する機能部を
例として、以下のとおりである。まず第一入出力ポート群６０１－１に入力された光信号
は、第一マイクロレンズアレイ６０２－１を経てコリメート光として空間に出射される。
空間を伝搬する信号光は回折格子６０３によって波長分波され、レンズ６０４によって集
光され、図６（ａ）のにおいて空間光変調器６０５のＸ軸方向対して下側に集光すること
になる。空間光変調器６０５にて所望の位相変調を与えられて反射された光は、その位相
設定に応じてＹ－Ｚ平面内にて所望の角度に偏向され、さらにレンズ６０４を再び通過す
ることで任意のポートに光結合され、スイッチング動作が完了する。なお、第二入出力ポ
ート群６０１－２に関する光信号は、第一入出力ポート群６０１－１に関する光信号とは
異なった角度で空間に出射されるため、図６（ａ）において、空間光変調器６０５のＸ軸
方向対して上側に集光されることになる。すなわち、回折格子は、第一入出力ポート群６
０１－１から出射される光信号と、第二入出力ポート群６０１－２から出力される光信号
について、分散能が異なる。ここで、分散能とは、波長分散をする方向、および単位波長
あたり出射角度をいう。例えば、第一入出力ポート群６０１－１から出射され分波された
各波長の光信号は、空間光変調器６０５のＸ軸方向対して下向きに、短波長から長波長の
順に並ぶように集光する。他方、第二入出力ポート群６０１－２から出射され分波された
各波長の光信号は、空間光変調器６０５のＸ軸方向対して下向きに、長波長から短波長の
順に並ぶように集光する。したがって、第一入出力ポート群６０１－１および第二入出力
ポート群６０１－２に関する光信号はそれぞれを独立の光学系として考えることができる
ため、複数機能の集約が実現できる。
【００３１】
　本実施例においては、図２にてＹ軸方向に並列配置されていたＷＳＳ機能部を波長分波
軸と同一のＸ軸に並列配置することで、式（２）にて表されるＷＳＳ機能部間のクロスト
ークを考慮する必要性がなくなり、式（３）に示したとおりｗ１の大径化が可能となり、
図２における構成の２倍以上のポート数と設定することが可能である。
【００３２】
　ここまでの説明を具体的な数値を例示して考える。図３のような構成と本実施例におけ
る構成それぞれに対して、式（２）によるＷＳＳ機能部間クロストーク、および式（３）
によるポート間クロストークをそれぞれ－４０ｄＢ以下に抑え、かつ空間光変調器の使用
できる高さ（長さ）Ｈを２＊ｗ１＋２＊ｗ２＋Δｙ≦１５０００ｕｍとして設定する。ま
た、計算の簡略化のためにｗ１＝ｗ２、また、空間光変調器による最大偏向角を１ｄｅｇ
として計算する。図３のような構成の光信号処理装置では式（２）よりΔｙ／ｗ１＝３．
０５が導かれ、かつ空間光変調器の高さ制限からｗ１はおよそ２１００ｕｍ程度が上限と
算出される。ビーム半径ｗ１が決まると、式（３）からポート間クロストークを－４０ｄ
Ｂ以上確保するためのΔθは０．０４１ｄｅｇであると算出されるため、結果的に図３の
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光信号処理装置の構成では１ｄｅｇ　／　０．０４１ｄｅｇ　＝　２４ポートが上限であ
ることがわかる。一方で、本実施例では式（２）によるポート数への制限は撤廃されるた
め、ｗ１は従来構成より大きくとることができ、ｗ１＝３７００ｕｍ程度として設計可能
である。式（３）から、この場合のΔθ＝０．０２３ｄｅｇ程度であり、結果としてポー
ト数は４３ポートを実現可能と見積もられる。従って、本実施例の適用によってポート数
は従来構成のおよそ２倍もの拡大が可能となる。
【００３３】
　本実施例は、上記のとおりポート数の拡大に資するのみならず、光デバイスを実現する
上での製造コストの改善も可能である。レンズと入出力ポート群のうち、第一入出力ポー
ト群６０１－１および第二入出力ポート群６０１－２について、それぞれの設置角度を平
行ではなくある有限の値とすることによって、レンズ６０４をＸ軸方向に複数分割配置さ
せる必要がなくなるという点が特徴である。レンズはフーリエ変換素子であり、入射する
光の位置と角度を相互に変換させる機能を有している。従って、各ＷＳＳ機能部ごとに、
空間光変調器３０５上で異なった位置に光を集光させるためには、レンズの前段において
お互いの角度を変えておく必要がある。このように入出力ポート群およびマイクロレンズ
アレイの設置角度を調整することで、図２のように、ＷＳＳ機能部ごとにレンズを別々に
配置することなく、一枚のレンズのみで複数機能集約型光デバイスを実現することが可能
であり、部材削減による低コスト化、ならびにアライメントの容易化による製造スループ
ットの向上が可能である。さらに、図２（ｂ）の構成では、回折格子２０５を通過する光
は、ＷＳＳ機能部の配置方向（図２（ｂ）においてはＹ軸方向）に広く分布しているため
、ケラレを発生させないための、十分面積の広い回折格子を準備する必要がある。数ある
光学素子の中でも回折格子は高価な部類に属し、かつその価格は面積に比例する。この点
を鑑みると、本実施形態においては、各ＷＳＳ機能部の主光線がＸＺ平面上で交差するあ
る一点に回折格子を配置する構成を採ることで、回折格子の面積を従来の半分程度まで抑
制することができ、さらなるコストカットが可能である。以上から本実施形態は上述の課
題を解決し、低コストでありながらも実装性のよい光信号処理装置が実現できる。
【００３４】
　なお、上記実施形態においては、第一入出力ポート群６０１－１から出射される光信号
と、第二入出力ポート群６０１－２から出射される光信号について、回折格子の分散能が
異なる。入出力ポート群の数を３以上とし、少なくとも１つの入出力ポート群から出射さ
れる光信号について、分散能が異なるように回折格子を構成しても、クロストークを低減
することができる。
【００３５】
　（実施形態２）
　図７は、本発明の第二の実施形態に係る光信号処理装置の構成を示す図であり、（ａ）
は平面図、（ｂ）は側面図ある。
【００３６】
　図７に示すように、本実施形態に係る光信号処理装置の基本構成は、第一の実施形態と
同様に第一入出力ポート群６０１－１の後段に配置された第一マイクロレンズアレイ６０
２－１、および、第二入出力ポート群６０１－２の後段に配置された第二マイクロレンズ
アレイ６０２－２、が互いにＸＺ平面内で異なる角度にて配置されており、さらに回折格
子６０３、レンズ６０４、空間光変調器６０５がこの順に配置されているが、実施例１と
は第一入出力ポート群６０１－１および第二入出力ポート群６０１－２のそれぞれから出
射した光信号について、回折格子６０３上の異なる位置に入射する点と、これに伴って角
度補正部材７０１が追加されている点が異なる。
【００３７】
　実施例１における構成では、第一入出力ポート群６０１－１および第二入出力ポート群
６０１－２のそれぞれから出射した光信号について、回折格子６０３上のある一点に入射
する設計をなされていたことから、この入射点をレンズ６０４の焦点位置に配置すること
によって、空間光変調器６０５に向かって、全ての波長の光が垂直に入射する（テレセン
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トリック光学系）ように光デバイスを構成することが可能であった。しかし、空間光変調
器６０５の中央部分には信号光が入射しない領域が形成されるため、空間光変調器６０５
への要求としてできるだけ大面積なものを適用することが望ましい。本実施例においては
、第一入出力ポート群６０１－１および第二入出力ポート群６０１－２のそれぞれから出
射した光信号について、回折格子６０３上の異なる位置に入射することであえてレンズ６
０４の焦点位置からずらすことで、第一のＷＳＳ機能部と第二のＷＳＳ機能部を近接させ
ることが実施例１との大きな違いである。
【００３８】
　本実施例においては、上記のとおり回折格子６０３への入射位置がレンズ６０４の焦点
位置からずらした効果により、空間光変調器６０５へ入射する信号光の入射角は垂直とは
ならない。従って、この角度変化を補正し、空間光変調器６０５へはテレセントリック光
学系が成立するように、レンズ６０４と空間光変調器６０５の間に角度補正部材７０１を
導入することが望ましい。この角度補正部材はＸＺ平面内で二等辺三角形となるような三
角柱形状として本実施例では例示しているが、同様の光学特性を実現し得るものであれば
どのような形状であっても構わず、また、レンズ６０４と回折格子６０３の間に角度補正
部材７０１が配置されても問題はない。さらに、空間光変調器６０５がＸ軸方向にも位相
変調が可能である場合、角度補正部材７０１によって生じる位相変化と同等の位相変化を
空間光変調器６０５にて信号光に付与することによって、角度補正部材７０１の省略も可
能である。この場合は、角度補正部材７０１を別途準備する必要がなくなり、さらなる低
コスト化が期待できる。
【００３９】
　実施例２については、図８に記載のとおり、第一入出力ポート群６０１－１および第一
マイクロレンズアレイ６０２－１、第二入出力ポート群６０１－２および第二マイクロレ
ンズアレイ６０２－２、のそれぞれの組み合わせについて、ｙｚ平面内で互いに進行方向
が異なるように配置することも可能である。この場合は、空間光変調器６０５において、
波長分波する領域がｘ軸方向の同じ座標となるように設計される。この場合には図３に示
したように、ＷＳＳ機能部間ピッチΔｙが小さく設定されることとなる。しかし、本実施
例２の図８に記載の構成では、互いに第一のＷＳＳ機能部と第二のＷＳＳ機能部それぞれ
において波長分波する向きが反対向きになっている点が図３の構造と明確に異なる。この
場合、回折格子６０３にて分波されたある波長だけに着目すると、空間光変調器６０５上
の、ｘ軸に関して異なる座標に集光することになるために、ＷＳＳ機能部間のクロストー
クは、やはり－４０ｄＢを確保することができる。図８における構成では回折格子が図７
の構成と比較して大面積化する傾向があるものの、空間光変調器６０５のｘ軸方向の長さ
を抑えることで、空間光変調器６０５の小面積化を図ることができる。さらに、空間光変
調器６０５にて各ＷＳＳ機能部に割り当てることができる波長分波領域のｘ軸方向に関す
る長さを改善することができるため、図８に関する光信号処理装置は波長分解能に優れた
特性を有することとなる。
【００４０】
　本実施例においては、実施例１における光デバイスで実現できる光学特性は維持しつつ
も、空間光変調器６０５の小面積化が可能となる。空間光変調器としては、一般的に液晶
セルアレイやＭＥＭＳ、ＬＣＯＳなどが用いられるが、そのいずれも面内安定性や大型Ｃ
ＭＯＳ製造プロセスの技術的限界などから、実現できる空間光変調器のサイズには限りが
ある。このため、空間光変調器の面内利用率を向上させることで、小型ながらも多ポート
な光デバイスの実現が可能となる。
【００４１】
　（実施形態３）
　図９は本発明による光信号処理装置の第三の実施形態の構成を示す図である。あり、（
ａ）は平面図、（ｂ）は側面図である。
【００４２】
　図９に示すように、本実施形態に係る光信号処理装置の基本構成は、第一入出力ポート
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群８０１－１の後段に配置された第一シリンドリカルレンズアレイ８０２－１、および、
第二入出力ポート群８０１－２の後段に配置された第二シリンドリカルレンズアレイ８０
２－２、が互いにＸＺ平面内で異なる角度にて出射するように配置されており、レンズ８
０３、角度補正部材８０４、空間光変調器８０５がこの順に配置されているが、実施例１
および２とは、入出力ポートが分散素子アレイ８０１に配置されており、一般的なバルク
回折格子の代わりに波長分散機能を有する部材で構成されている点が異なる。分散素子ア
レイ８０１を形成する各分散素子における第一入出力ポートおよび第二入出力ポートは、
第一入出力ポート群８０１－１および第二入出力ポート群８０１－２をそれぞれ形成する
。
【００４３】
　図１０は、図９における分散素子アレイ８０１の詳細である。図１０に示すように、分
散素子アレイ８０１を構成する各分散素子は、第一光導波路９０１－１に接続されたスラ
ブ導波路群９０２と、スラブ導波路群に接続された第一アレイ導波路９０３－１と、第一
アレイ導波路に接続された第一スラブ導波路９０４－１とを備え、加えて第二光導波路９
０１－２に接続されたスラブ導波路群９０２と、スラブ導波路群に接続された第二アレイ
導波路９０３－２と、第二アレイ導波路に接続された第二スラブ導波路９０４－２とを備
える。この構成は光導波回路で波長分波機能を有する際に最も一般的に使用されるＡＷＧ
と同様の構成である。この光導波回路をｙ軸方向に積層形成することで分散素子アレイ９
０１は形成されている。スラブ導波路群９０２は第一ＷＳＳ機能部と第二ＷＳＳ機能部そ
れぞれに関わる光導波回路で兼用することで分散素子アレイ８０１の小型化を促進してお
り、本実施例においてもこのように図示しているが、回路レイアウトや分散素子８０１内
に形成する他機能回路からの要請により、第一ＷＳＳ機能部に関わるスラブ導波路と第二
ＷＳＳ機能部に関わるスラブ導波路を分離配置する設計としても全く問題はない。また第
一スラブ導波路９０４－１および９０４－２は空間光学設計からの要請により、備えてい
ても、備えていなくともよい。
【００４４】
　基本的な動作原理については図７を参照して説明した実施例２と同様であるが、実施例
２における入出力ポート群６０１、マイクロレンズアレイ６０２、および回折格子６０３
を分波素子アレイ８０１に機能集約した点に本実施例の意義が存在する。空間光学系によ
る光信号処理装置の特徴は、三次元光信号処理と光学設計の自由度にある。空間光変調器
６０５は波長分散軸と光偏向軸の二つを独立に設計することによって、両者の機能を１台
のデバイスで組み合わせて波長選択スイッチが実現可能となる。その一方でビーム径の調
整のためにはレンズの手配、また実装におけるアライメントの追加コストが生じる傾向に
ある。また光学設計によってはレンズ配置が問題となりデバイスの全長が長くなる傾向に
ある。さらに、ＸＺ平面内でのビーム径を制御する際に、マイクロレンズアレイの採用の
みでは実現したいビーム径に到達しない可能性もあり、これを打破するためにアナモルフ
ィックプリズムペアなど、追加の部材を配置する必要も生じる。一方で本実施例のように
分散素子アレイ８０１に機能集積した場合はフォトリソグラフィと同程度の実装精度が、
アライメントや実装をよらず、実現可能であり、大幅なコスト低減が可能となる。さらに
、ＡＷＧはアレイ導波路間の導波路長差を大きくとることが可能であり、一般的にバルク
型の回折格子の数倍～１０数倍もの分散能を持たせることができる。空間光学系を採用し
た光信号処理装置においてはこの特徴はデバイス全体の光学長、すなわちレンズ８０３を
短焦点距離のものとして設計することが可能であり、デバイスの小型化という点で極めて
重要な意味を持つ。
【００４５】
　このように、分散素子アレイ８０１を実現する手段としては、図１０に示したような積
層型アレイ導波路格子を例示したが、類似の機能を有する分散素子アレイであれば、何も
図１０のような構成に限られるものではない。分散素子機能を有するデバイスであれば、
例えばＶｉｒｔｕａｌｌｙ　ｉｍａｇｅｄ　ｐｈａｓｅｄ　ａｒｒａｙ　（ＶＩＰＡ）と
呼ばれる分散素子やグレーティングカプラ、その他類似のデバイスでも分散素子アレイ８
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０１として用いることは問題ない。
【００４６】
　図１１に、分散素子アレイ８０１として用いることができるこれらの分散素子の中の一
例を示す。図１１は、ＡＷＧの用いた分散素子アレイ８０１の代りに用いることができる
、Ｂｒａｇｇ　ｒｅｆｌｅｃｔｏｒ　ｗａｖｅｇｕｉｄｅ（ＢＲＷ）の構成図であり、（
ａ）は断面図、（ｂ）は上面図である。図１１（ａ）によればＢＲＷによる分散素子アレ
イは、ファイバアレイ１００１およびマイクロレンズアレイ１００２から空間に出射され
た信号光を分散素子アレイに結合させるための導波路入出力ポート１００３、基板垂直方
向に備えられた上部反射鏡１００４、下部反射鏡１００５、導波層１００６から構成され
る。導波層１００６は、上下を光閉じ込め層には挟まれた活性領域からなる。導波路入力
ポート１００３から基板に結合した信号光は、上部反射鏡１００４および下部反射鏡１０
０５の間で幾何光学的にジグザグに多重反射を繰り返す。両反射鏡における垂直方向の互
いの間隔は波長程度、すなわち１μｍ程度である。このとき、上部反射鏡の反射率は下部
反射鏡反射率よりも低く設計されているため、ジグザグに導波路内を伝搬する際、低い反
射率を備える反射鏡から一部の光が空間へと出射される。出射に際しては、スネルの法則
に従って波長ごとに異なる屈折角を伴うため、入力するＷＤＭ光信号の波長ごとに、異な
る角度で空間へと出射される。すなわち、図１１に示すＢＲＷは、各導波層１００６が波
長分波機能部を形成し、分散素子アレイ８０１、すなわち波長分波素子として動作する。
本実施例においては、入出力ファイバアレイ１００１の光ファイバの総数を６本（各ＷＳ
Ｓ機能部が３ポート有しているため、各ＷＳＳ機能部に３本ずつ）として説明しているた
め、各波長分波機能部１００６－１～１００６－３はこの本数に対応した３本として、波
長分波機能部のｘ軸方向に関する両端にそれぞれ１本ずつ配置されるように配置されてい
る。また、図１１においては、紙面の右側には第一ＷＳＳ機能部に関する第一入出力ファ
イバアレイ１００１－１および第一マイクロレンズアレイ１００２－１が、紙面の左側に
は第二ＷＳＳ機能部に関する第二入出力ファイバアレイ１００１－２および第二マイクロ
レンズアレイ１００２－２がそれぞれ配置されている。各波長分波機能部は光学的に独立
している。また、隣接した波長分波機能部のクロストークを低減するためには、各波長分
波機能部間に光遮断層を設けることが望ましい。例えば、エッチングによる溝形成が手段
の一つとして考えられるが、同様の機能を実現するものであれば、どのような形態であっ
ても問題はない。
【００４７】
　このときの上部反射鏡１００４への入射角をθｉ、空間への出射角をθ、分波角度分散
器を構成する導波路の等価屈折率をｎｗｇ、空気の屈折率をｎａｉｒ（＝１）としたとき
、スネルの法則によりｎａｉｒ×ｓｉｎθ　＝　ｎｗｇ×ｓｉｎθｉが得られ、さらに導
波路のカットオフ波長をλｃ、使用波長をλとしたとき、屈折角は以下の関係式によって
表される。
【００４８】
【数５】

【００４９】
　よって、本波長分波素子では、設計したカットオフ波長λｃが進行する角度θが信号光
の基本的な進行方向とみなすことができ、波長λｃの光はこの角度に進行するように振る
舞う。
【００５０】
　このとき、ＢＲＷの構造はｘ軸方向においては一様の構造をとっているため、ｘ軸方向
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、紙面左側（導波路入出力ポート１００３－２）からファイバを結合させることもできる
。この入射方向の違いにより、空間への光信号の出射角度を±θで制御することができ、
図９（ａ）と同様な動作をすることが可能となる。図１１（ａ）では、導波路入出力ポー
ト１００３－１から入射された光信号の第一ＷＳＳ機能部における伝搬および空間へ出射
について図示し、導波路入出力ポート１００３－２から入射された光信号の第二ＷＳＳ機
能部に関する伝搬および空間への出射については図示していない。
【００５１】
　図１１にて説明したＢＲＷを分散素子アレイ８０１として用いた場合、ＡＷＧと同レベ
ルの分散能を有することができ、小型化に非常に効果的である。さらに、本ＢＲＷについ
ては、導波路製造プロセスを用いて複数のＢＲＷを一括して製造することができる。積層
型ＡＷＧは導波路層を一層形成するごとに研磨を行い、平滑化を実施した後に再度導波路
プロセスを実施する必要があり、多ポートになるほどプロセス負荷が増大する。ＢＲＷで
は一層分のプロセスで必要な個数の波長分散素子を形成することができるため、製造に関
わるコストが非常に小さく抑えることができ、低コスト化が重要なメリットである複数機
能集約型光信号処理装置の特徴をさらに活かすことができる。
【符号の説明】
【００５２】
　１０１、１０６　波長選択スイッチ（ＷＳＳ）群
　１０２　波長分波機能部群
　１０３　受信器群
　１０４　送信器群
　１０５　波長合波機能部群
　１０７　波長クロスコネクト機能部
　２０１，５０１，６０１，８０１　入出力ポート群
　２０２，５０２，６０２　マイクロレンズアレイ
　２０３　レンズ群
　２０４，２０６，５０４，６０４，８０３　レンズ
　２０５，５０３，６０３　回折格子
　２０７，５０５，６０５，８０５　空間光変調器
　７０１，８０４　角度補正部材
　８０２　シリンドリカルレンズアレイ
　９０１　光導波路
　９０２，９０４　スラブ導波路群
　９０３　アレイ導波路
　１００１　ファイバアレイ
　１００２　マイクロレンズアレイ
　１００３　導波路入出力ポート
　１００４　上部反射鏡
　１００５　下部反射鏡
　１００６　導波層
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